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　当社グループは、鉄鋼事業の抜本的な構造改革による安定した収益基盤の確立を意図した

｢ 新中期経営計画（平成14年度～17年度）｣を確実に達成することと、併せて、その構造改革で発生

する事象に関わる特別損失を平成14年３月期に前倒し計上することを含めて平成13年度の業績予想を

修正いたしますことを、下記のとおりお知らせいたします。

　なお、このことにつきましては、お取引きさせていただいております金融機関のご理解をいただい

ており、引続きご支援をお願いいたしております。

　株主並びに投資家の皆様には、弊社の経営革新に取組む不退転の決意をご理解いただき、より一層

のご支援ご鞭撻を賜りますようにお願い申し上げます。

　 　当社グループは、鉄鋼事業の抜本的な構造改革を速やかに推進し、平成１４年度下期から

 　　黒字転換を図り安定した収益を確保してまいります。

　当社グループは、今後の市場構造の変化と需要家ニーズの多様化に対応して収益を確保することを

第一義として、先ず鋼材生産の下工程（圧延）の合理化として熱延工場を建設して、早期に安定生産

軌道に乗せてまいりました。また、世界初の細粒鋼を開発いたしましたので、その営業活動の強化に

取組んでおります。しかし、デフレ景況の下、鉄鋼需要が急速に落ち込むなかで、鋼材販価が歯止め

の掛からぬ陥没的下落で推移しているため、コストダウンでカバーができず、グループ収益を確保す

るに至っておりません。

　従いまして、新中期経営計画（平成14年度～17年度）におきましては、今後も経営環境は常態的な

熾烈化が続くことを前提に、国際比価においてコスト競争力の無い高炉生産から撤退するなど懸案で

あった上工程（製銑・製鋼）を抜本的に構造改革して格段のコストダウンを図り、並行してグループ

総合力発揮のための諸施策を改革的に進めることで、平成１４年度下期から安定したグループ収益を

確保する体制を構築してまいる所存でございます。

　 計　画　の　骨　子

　１．生産構造の改革：高炉生産から撤退し、鋼材生産に所要の鋼片は外部購入と自社生産で賄う。

　　　　　　　　　　　この生産構造の改革により、生産コスト、管理間接コストを大幅に削減する。

　２．商品の付加価値アップ：細粒鋼はじめ新商品の開発･拡販と不採算品種の絞り込み

　３．グループ営業力の強化と管理部門の合理化：グループ内の経営資源の共有化･連携強化･スリム化

　４．複合経営の強化：生産の構造改革により生じる工場や原料置場などの跡地を活用して複合経営を

　　　　　　　　 　　 強化する。

新中期経営計画ならびに平成13年度の業績予想の修正と期末配当についてのお知らせ

〔１〕新中期経営計画（平成14年度～17年度）

〔　　　　　　 〕
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　 主 要 な 計 数 目 標

（１）事業計画
（単位：億円）

13年度 15年度 16年度 17年度

（見込み） 上期 下期

　　売上高 １，２４３ ６１１ ６３０ １，２６６１，２７１１，２７５

　　経常利益 ▲ 　６０ ▲ 　　８ ２０ ５１ ５９ ６６

　　有利子負債（期末） １，３９９１，４４４１，３９７ １，２９２１，１９０１，０９１

　　売上高 ６１４ ２８９ ３１９ ６３９ ６４９ ６５９

　　経常利益 ▲ 　６８ ▲ 　１４ ９ ２４ ３１ ３８

　　有利子負債（期末） ８９４ ９５７ ９２８ ８６１ ７９８ ７３７

　　鋼材販売数量（万㌧） １６８ ７９ ７９ １６０ １６０ １６０

（２）収益改善の内容と効果

（単位：億円）

15年度 16年度 17年度

上期 下期

　   1.生産構造の改革による
　　   生産コスト削減

　   2.徹底した合理化の推進
　  　 による人件費・間接経費 １１　 ９  １９　 ２３　 ２５　

　  　 などのコスト削減

　   3.商品の付加価値アップ
 　    と不採算品種の絞り込み

　  　 環境悪化要因 ▲ １３  ▲　５  ▲ １０  ▲　９  ▲　８  

１９  ４３  ９２  ９９  １０６  

　　   管理部門の合理化

２２  ５０  １１１  １１９  １２６＋α

　　（注）１．収益改善の効果とは、平成13年度実績見込みを基準にして、計画の実行・達成に

　　　　　　　よる増益効果のことをいいます。

　　　　　２．各期の経常利益は、平成13年度実績見込みの経常利益に各期の改善効果を加えた

　　　　　　　ものであります。　　

　　　　　３．環境悪化要因とは、平成13年度実績見込みを基準にして、

　　　　　　　①鋼材生産量・鋼材出荷量が減少することに伴う固定費のコストアップ、

　　　　　　　②鋼材販価が未だ下落することの影響、

　　　　　　　などの減益要因も含めていることを示しております。

１９  ２０  ２０  

　   5.複合経営の強化 α

１７　 ２０  ６　 ７　 １３   

７２   

　   4.ｸﾞﾙｰﾌﾟ営業力の強化と ３　 ７  

収益改善効果の連結合計

１０   

計

１５　 ３２  ４７   

▲ １８   

６７　

１６　

収益改善の内容

２０　 

  収益改善効果の中山単独小計

１５８

13年度（実績見込み）を基準とする改善効果

６８　 ６９　

14年度

６２   

６０８

▲　 　６

９２８

14年度

１，２４１

１２

１，３９７

計
経営計画

中

山

単

独

グ
ル
ー

プ
会
社

単

独

連

結

〔　　　　　　　〕
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　 主　な　施　策

（１）生産構造の改革による生産コスト削減

① 将来的にコスト競争力の見込めない高炉２基とその原料供給の焼結工場を平成１４年７月末を

目処に休止いたします。

② 鋼材の生産・販売に必要な粗鋼は、新日本製鐵株式会社殿・株式会社神戸製鋼所殿から購入す

るものと自社・電気炉の夜間操業の生産によるものとします。既存転炉を改造した冷鉄源溶解

法の導入については引続き検討してまいります。

また、存続するコークス工場の製品である塊コークスは社外に販売いたします。

③ 上記の生産工程の構造改革において鉄鋼事業約３８０名の人員削減を行います。

（２）徹底した合理化の推進による人件費・間接経費などのコスト削減

　　　● 中山単独では、生産の構造改革により鉄鋼事業において約３８０人、管理間接部門において

約４０名の合計４２０人の人員削減を実施いたします。併行して、全部門共通に給与水準の

見直しを行うことで、一段の固定費圧縮を図ります。

（人）

13/上期末 14/上期末14/下期末 16年度末 17年度末

１，１７４ ７５４ ７５４ ７３０ ７３０

　　　13/上期末比 ▲ ４２０ ▲ ４２０ ▲ ４４４ ▲ ４４４

１，１４６１，１００１，０４８ １，０４８１，０４８

　　　13/上期末比 ▲   ４６ ▲   ９８ ▲   ９８ ▲   ９８

15年度末

付 表 ２． 固 定 費 の 削 減

付 表 １． 人 員 の 削 減

７５４

▲ ４２０

▲　 ９８

中山単独

グループ会社 １，０４８

中山単独（鉄鋼事業）の固定費 グループ会社の固定費

（億円/半期）

費　　　目 13/上実績 Ｈ14/下計画 削　減　額

   労  務  費 37   33   4   　▲   

減価償却費 16   16   0   

賃借・リース料 5   3   2   　▲   

租 税 課 金 4   4   0   

　 金    利

   雑    費

   雑収入他

合　　　計 79   72   7   　▲   

17   16   1   　▲   

（億円/半期）

費　　　目 13/上実績 Ｈ14/下計画 削　減　額

   労  務  費 34   18   16   　▲  

   減価償却費 40   23   17   　▲  

　 修繕費

　 外注作業費 28   11   17   　▲  
　 電力費

賃借・リース料 4   2   2   　▲   

租 税 課 金 7   5   2   　▲   

　 金    利

   雑    費

   雑収入他

合　　　計 123   67   56   　▲  

10   8   2   　▲   

〔　　　　　〕
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（３）商品の付加価値アップと不採算品種の絞込み

① 鋼板は、店売り汎用品から細粒鋼とＳＣ鋼板および模様鋼板などの高付加価値の新商品

へのシフトを着実に進めてまいります。そのため営業強化策として本社内に開発営業室

を設置するなどで、新規ユーザー開拓に努めてまいります。

② 棒鋼・線材については、国内に比較して安価な輸出を減らし、高級化・採算重視型へ

シフトさせてまいります。

（４）グループ営業力の強化と管理部門の合理化

① 営業・販売体制の見直し

　グループ間の重複販売先の一元化を図るとともに、メーカー営業と商社営業の営業

　機能分担を明確にすることで販売効率の向上を図ります。

② 短納期化の実現

　生産面では、工程管理機能の強化に加え、生産構造改革に伴う生産プロセスの

　シンプル化により大幅な短納期化を図ります。

　販売面では、中山三星建材の工場３ヶ所を新たにグループ商品の在庫販売拠点に組

　み入れて全国１５拠点の現物即納体制とし、営業部隊がモバイルを活用して客先へ

　のリアルな対応を可能とするなどで、短納期化を図ります。

③ グループ管理部門の合理化

　グループ会社は、生産工場の集約・統合と営業体制の見直し及びシステム部門の統

　合などによる約１００名の人員削減やグループ会社共通に給与水準の見直しをする

　ことで人件費を圧縮するとともに経費などの削減も行うことで、一段の固定費圧縮

を図ります。

（５）複合経営の強化

　生産の構造改革により生じる工場や原料置場などの跡地を活用する複合経営の強化

　については、今後、具体的に検討を進めてまいりますので、改善効果には含めてお

　りません。

●

●

●

●

●
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　（１）平成13年度の業績予想の修正
（単位：億円）

当期利益 営業利益 経常利益

平成13年度予想 ▲ ２１２ ▲ 　４７ ▲ 　６８

▲ 　６２ ▲ 　１５ ▲ 　２３

▲ １５０ ▲ 　３２ ▲ 　４５

▲ 　６５ ▲ 　２５ ▲ 　４７

▲ 　７０ １１ ▲ 　１８

（注）平成12年度は、連結子会社３社と持分法適用会社６社を含む連結決算でしたが、平成13年度から

　　　９社すべてを連結子会社とする連結決算に移行しております。

① 連結決算の修正の理由（単独決算の修正の理由も概ね同じであります。）

　１．売 上 高　…　主に当社グループの大宗を占める鉄鋼事業の下期について、前回予想以上の国内

　　　　　　　　　鋼材需要の減退による出荷量の減少と鋼材販売価格の下落のため、減収の見通しで

　　　　　　　　　あります。

　２．経常利益　…　上記同様に、鉄鋼事業は、下期に入っても鋼材販売価格は歯止めが掛からず下落

　　　　　　　　　し、これに高炉の操業不調を主因とする減産・減販によるコストアップが相俟った

　　　　　　　　　ため、収益は前回予想を大きく下回る見通しであります。

　　　　　　　　　　エンジニアリング事業・不動産事業・発電事業・化学事業につきましては、引き

　　　　　　　　　続き安定した収益を確保しておりますが、鉄鋼収益の悪化をカバーできず、総じて

　　　　　　　　　経常損益は前回予想から２０億円悪化し、６０億円の経常損失となる見通しであり

　　　　　　　　　ます。

　３．当期利益　…　経常利益の減少に加えて、株価下落による投資有価証券の評価損の増加、新中期

　　　　　　　　　経営計画の策定に伴い、平成14年度上期に集中的に発生する構造改革関連の損益に

　　　　　　　　　ついて、同下期以降の安定した当期利益の確保と早期の復配を確実にするために平

　　　　　　　　　成13年度に前倒し計上することにいたしますので､大幅な減益を見込んでおります。

（単位：億円）

▲　　１８　特　　　別　　　損　　　益

　特別退職金

　その他

小　　　　　　計

１　

１　

特

別

損

失

　投資有価証券評価損

　固定資産除却損 ４　

３６　

３　

▲　１４９　

２８６　

　　　　３１　

１　

５３　

４０　

１３７　

　　　１２７　

　　　　３８　

２　

特
別
利
益

１６　

１２１　

　高炉関連の設備・棚卸資産の除却損

２２　

　派生する動力関連設備の除却損

　特別退職金

　固定資産売却益ほか

　高炉特別修繕引当金取崩益

　会計基準変更時差異の一括償却損失

小　　　　　　計 ２２　

　　　　２９　

▲ 　６７

▲ 　５３

前回予想 今回予想 付　　記

▲ ７９ 　　

３２，７００円／㌧

鋼材販売単価

１７３ 万トン

１６８ 　　　

３１３

３０１

▲ 　４０

鋼材販売数量

今回の修正の主な内容である単独の鉄鋼事業の収益について

▲ 　　４

４０８２６ ▲ 　１４

前回予想 ▲ ５７ 億円

経常利益

項　　　　目

当期利益

▲ ２１８

売上高

６１４

平成12年度 実績

６４３

（上期実績）

（下期予想）

単独決算

平成13年度 前回予想

７２３

▲ 　５８

▲ １６０

連結決算

▲ 　１１

▲ 　１６

▲ 　２７

▲ 　３３

営業利益

▲ 　２７

経常利益

▲ 　６０

売上高

１，２４３

６２２

６２１

１，２７０

３２，２００　　　今回予想

売上高

５７８ 億円

５５３ 　　

［２］平成13年度の業績予想の修正と期末配当について

14年上期に構造改革
に伴い発生する損益
を13年度に前倒し計
上する。

 利益　 １２１億円
 損失　 ２２５
 差引 ▲１０４
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② 土地再評価の実施

　　当社は土地の再評価を実施し、帳簿価額１４８億円と平成13年度の路線価を合理的かつ適正に調

　整した時価４３９億円との評価差額２９１億円について、再評価差額金として１６９億円を資本の

　部に、繰延税金負債として１２２億円を負債の部に計上いたします。

　　この結果、平成14年３月末の資本合計（単独）は３６８億円となる見通しであります。

　　（平成13年９月末の資本合計（単独）は３５９億円でした。）

③ 法定準備金の取り崩し

　　当社は、平成14年３月末において生じる単独の欠損金を消去し、復配への体制を整えるために、

　平成14年６月に開催の定時株主総会のご承認を得た上で、資本準備金１２７億円と利益準備金１５

　億円を取り崩す予定であります。なお、欠損金の補填を超えて取り崩す部分については、債権者保

　護手続きが完了する８月頃に効力が発生する見込みであります。

　（２）期末配当について

　　　当期の配当につきましては、当期損失の結果、当期末において欠損金を計上する見通しとなる

　　ことから、株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、商法の規定により実施することが出来ま

　　せん。

　　　ただし、上記の通り、法定準備金の取り崩しを行うことによりまして、当期末における欠損金

　　は、平成14年９月末には一掃される見通しであります。

　　　当社グループは、新中期経営計画の確実な達成による安定した収益基盤の確立とそれに基づく

　　有利子負債の圧縮にグループを挙げて取組んでまいる所存でございます。

　　　株主の皆様におかれましては、何卒諸事情ご賢察の上ご理解いただき、引続きご支援を賜りま

　　すようお願い申し上げます。

以　　　　上　　　
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